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　インターネットの世界は、新しい話題に事欠かない。

　そのひとつに、「クラウドコンピューティング」がある。

　クラウド自体は決して新しい概念ではないが、SaaS／ASPやホス

ティングサービス、仮想化により、ソフトウェアを所有するだけでなくサー

ビス利用で対応することも一般化した現在、バズワードではあるが、そ

れらを含めてクラウドと総称し始めたところに大きな潮流を感じる。

　かつての、オープンシステム／ダウンサイジングと同様、企業の競争力

を左右する大きな転機を求める言葉かもしれない。

　またインフラ面では、WiMAXの商用化や、LTE、XGP（次世代PHS）

といった次世代ワイヤレスブロードバンドに新しい動きがある。モバイル

パソコンの小型化・低価格化や、携帯電話・スマートフォンの高機能化と合

わせ、ストレスのないモバイル環境が提供されようとしている。

　今年は、日本語の国別トップレベルドメインの導入検討がされている

のも大きな話題である。従来の「.jp」に加え、「.日本」などの日本語によ

るドメインが使用可能になる日も近いのではないか。

　一方、課題という意味での話題も多い。

　IPアドレスにおいては、現在主流のIPv 4が早ければ2011年初頭に

も枯渇することが予測されており、準備期間も含めればIPv 6への移行

を含めた対応が待ったなしの状態となっている。

　また、インターネットにかかわる社会的な問題を解決すべく、2つの分

野で法案が施行された。

　ひとつは、迷惑メール対策となる「特定電子メール法」「特定商取引法」

の改正であり、オプトイン方式による規制の導入が実現した。これは、あ

らかじめ同意を得た者などに対してのみ送信を認める方式であり、電子

メール全体の8割が迷惑メールであると言われる現状に対し、大きな効

果が期待されている。

　もうひとつは、青少年がインターネット上で受ける被害を最小化する目

的の、「青少年インターネット利用環境整備法」である。これは、フィルタ

リングサービスにより青少年を有害情報から守ろうというものである。

　14年目を迎えたこの「インターネット白書」は、専門家のレポートと独自

データでインターネットを解説したものである。変革著しいインターネット

の世界を展望し、皆様のビジネスの発展や、豊かな生活実現のための一

助として頂ければ幸いである。

財団法人インターネット協会　理事長　矢野 薫
2009年6月
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